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果Jを 公表 した (1)。 減価償却制度に関する
質問の結果は次の通 りである。
①減価償却の耐用年数表についての質問
(出 所 :日 本租税研究協会 「税制についての租
研会員の意見調査結果」『租税研究』、第662号、
2001年 12月 、28頁を加工修正。)
「現行 の大枠 は維持 しつつも、設備 の種


















(出 所 :日 本租税研究協会 「税制についての租
研会員の意見調査結果」『租税研究』、第662号、
2001年 12月 、28頁を加工修正。)
「現在 ではス クラップ価額は 5%を下回る
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米国では、1987年 1月 1日 以降に使用を開始
した減価償却資産は、修正加速度原価回収制




償却制度 (the general depreciation system:
GDS)と選択的減価償却制度 (the alternat� e

































































































































































































































































































































税研究』、651号、2001年 4月 、 118頁。
(13)税務会計研究学会 「1 基本的な考え
方」『固定資産の減価償却制度に関する提
言』2003年 12月 1日 。
(14)経済安定本部企業会計基準審議会中間
報告 「税法と企業会計原則との調整に関す
















第 3号、2003年 11月 、24～ 25頁。成道秀雄
「耐用年数、残存価格と償却可能限度額」『税














本税務研 究セ ンター、第 5号、1987年 、
103頁。
(21)前 掲注
(10税
法調整意見書。
(22)前掲注 ⑬連続意見書第二 「有形固定資
産の減価償却について」 第二 税法と減
価償却 二 税法上の減価償却に対する要
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